
 

 

 

課税自主権の拡大について 

  

   神奈川県臨時特例企業税条例を違法、無効とした平成 25年３月の最高裁判

決は、地方の課税自主権が、あまりに狭い範囲に止まっていることを示した

ものである。現在の法律では、地方分権の推進や課税自主権の積極的な活用

を図ることが困難と言わざるを得ない。 

この判決の補足意見で、地方自治体が法定外税を創設することの困難性が

示され、「国政レベルにおける立法推進に努めるほかない」と指摘されたこと

を踏まえ、地方の課税自主権の拡大を制度的に保障するため、関係法令の抜

本的見直しの検討を進めること。 
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